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すべての人が、
○意欲と能力を発揮できる就労機会

を持つ

○能力を高める機会を持つ
○安心・公正に働ける
○労働以外の生活も充実できる

人口減少下における雇用・労働政策の課題（概要）人口減少下における雇用・労働政策の課題（概要）

○ 今後四半世紀の展望

○若年・女性・高齢者などの就業機会の面で
の問題

○「正社員」以外の働き方を選択した場合の
雇用の不安定化

○能力開発機会の減少
○格差の拡大、二極化
○仕事と生活の両立が困難

○経済社会を支える者の減少
○我が国の産業を支える人材の質の低下
○格差が拡大し、将来に希望が持てない
ことによる社会の不安定化の加速

○経済的理由あるいは子育ての時間を
確保できないことによる少子化の進行

○ 今後10年間に取り組むべき対策

・若年者・女性・高齢者をはじめ人々のライフステージの各段階に応じた
就業機会の拡大（就業を重視した政策の展開）

・各世代の特性に応じた効果的な職業能力の開発・向上の推進
・地域にかかわりなく就業し、能力を発揮できるための雇用創出、人材育成

団塊の世代の高齢化
※今後10年程度で65歳
に到達し、引退過程に

・性・年齢などにかかわりなく、人々を意欲と能力に応じて処遇し、人材と
して育成する取組の推進

・産業の高付加価値化に貢献できる人材や、高齢化が一層進行する中で
必要なサービスを提供する人材の確保・育成に向けた取組への支援

・希望すれば非正社員から正社員への移行が可能となるための環境整備
・育児・介護や社会活動等に柔軟に対応することを可能とするための働き方
の見直し

・中小企業等における技能継承などへの支援

・多様な就業形態に対応した社会保険制度・労働関係法制の整備

・働き方にかかわらない、職務、能力と労働時間に応じた処遇等のルールの確立
・労働力需給調整機能の強化(仕事を探す者の属性に応じたきめ細かな対応)

人材の確保・育成の推進

労働者が安心・公正に働くことができるルール・システムの整備

すべての人々が高い意欲と能力を持って様々な就業機
会へ挑戦できるための支援

・労働力供給の増加

・生産性の向上

人口減少下においても

活力ある経済社会

2007年には

人口減少社会が到来

○ 現状

○景気の回復に伴う雇用情勢の改善
○企業の収益の改善

・労働力供給の大幅な減少

・生産性の低下 経済社会の停滞

○短期的利益重視の経営姿勢の強まり

○外部人材の活用の増加、「正社員」比率の低下
○教育訓練投資の減少

○働くことを希望する女性の増加
○依然として「正社員」を希望する者が多い・多様な働き方への希望
○仕事と生活の両立への希望

企業行動の変化

労働者の意識の変化

((このまま続けば・・・このまま続けば・・・))

適切な
経済政策
の運営

（経済社会の停滞を

避けるためには・・） +
労働者の意欲と能力が
十分に活かされない現状

企業行動と労働者
の意識の変化に
おける「ずれ」

((適切な措置を講ずれば・・・適切な措置を講ずれば・・・))
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＜労働力人口の見通し＞

各種対策を講じ、労働力市場への参加が進むことにより、労働力人口は現状のまま推移した場合と比べて
2015年で約300万人、2030年で約510万人上回る。これに加え、労働生産性の向上を図れば、現在以上の経
済成長率を維持することは可能。

（資料出所）総人口については、２００４年は総務省「人口推計」、２０１５年、２０３０年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」による。
労働力人口については、２００４年は総務省統計局「労働力調査」、２０１５年、２０３０年は厚生労働省職業安定局推計（２００５年７月）による。

２００４年 ２０１５年 ２０３０年

労働市場への参加
が進まないケース

労働市場への参加
が進まないケース

労働市場への参加
が進むケース

労働市場への参加
が進むケース

仕事と家庭の両立支援
（女性への就業支援）
→約１７０万人増
（うち女性１３０万人増）

若年者への就業支援
→約８０万人増

高齢者への就業支援
→約７０万人増

若年者への就業支援
→約１３０万人増

約1,050万
人減
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4,232

1,170

1,002

3,624
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1,077

3,933

1,100

6,642

6,237
6,535

6,109

5,597

約530万
人減

高齢者への就業支援

（総人口 12,769万人） （総人口 12,627万人） （総人口 11,758万人）

６０歳
以上

３０歳～
５９歳

１５歳～
２９歳

→約５０万人増

仕事と家庭の両立支援
（女性への就業支援）
→約３１０万人増
（うち女性２７０万人増）

約110万
人減

約410万
人減

各種対策により
約３００万人増

各種対策により
約５１０万人増



今後重点的に展開していくべき政策～１０の政策対象・分野に向けた提言～

○新卒採用に限定されない採用機会の拡大への取組

○フリーターの正社員への登用や常用雇用化への支援

○学校・地域・企業と連携した早期からの若年者の職業意識の涵養、職業教育の強化

○学卒、若年者向けの能力開発に関する情報提供、実践的能力評価の仕組みの整備・普及

○心理面も含めたきめ細かな支援の強化

○女性が活躍できる領域を拡大するためのポジティブ・アクションを含めた男女の機会均等施策の

強化

○妊娠・出産しても安心して働き続けることができ、また、子育てとの両立を可能とするための働き方

の見直し、保育の充実等の環境整備

○出産・子育てにより離職した者への再就職・再就業への支援の強化

○65歳までの定年の引き上げ、継続雇用制度の導入等を通じた雇用機会の確保

○60歳代後半層への雇用・就業支援の検討、さらに働く意欲がある限り働き続けることができる

社会の構築に向けた検討

○採用から退職まで年齢にかかわりない雇用管理のあり方の検討

○中年期からの再就職・創業等、高齢期における多様な働き方を視野に入れた職業生活設計に関

する取組に対する支援

○シルバー人材センターの活用等による地域密着型の就業支援

○中小企業における団塊の世代における技能継承の促進

○障害者の障害の種類及び程度等に応じたきめ細かな自立支援

○生活保護受給者等への就労支援を通じた自立支援

○子育て・生活支援・就業支援等総合的な母子家庭等対策の推進

○地域の自立的な発展に必要な人材の確保等への支援

○雇用情勢の厳しい地域等を中心に、地域の特性に応じた自発的な雇用創出の取組への支援

○地方への移住を希望する退職者が住みやすい環境作り

○若年・壮年・高齢といった各世代の特性に応じた職業能力開発の効果的・整合的な推進

○企業から求められる能力に関する情報提供及び職業能力評価制度の整備

○介護サービス等高齢化が一層進行する中で求められる産業分野での人材育成・雇用管理改善への

支援

○省力化・生産性の向上に資する技術に対応できる人材の育成・能力開発の検討

○世界で通用する専門的な知識や技術を有する外国人の積極的な受入れの促進

○留学生の就職支援の見直し・拡充

○日系人労働者の定住化に伴う諸問題への適切な対応

○就業形態の多様化等に対応した、労働契約法制のあり方や雇用以外の働き方の条件整備の検討

○労使のコミュニケーションの促進及び労使間におけるトラブルの自主的な予防や解決を促すための

取組

○パート、派遣、有期雇用など様々な働き方にかかわらず、職務、能力、労働時間等に応じた処遇の

均衡

○就業意欲を阻害しない税・社会保険制度や福利厚生制度等のあり方の検討

○労働者の安全・健康を確保するための長時間労働・メンタルヘルス対策等の一層の強化

○労働者が最も能力を発揮できるような労働時間制度の在り方の検討

○セーフティネットとしての最低賃金制度の機能の強化

○ワークライフバランスを可能とするための長時間労働対策等の労働条件全般についての環境整備

○自己啓発・ボランティアなど仕事以外の社会的な活動を可能とするための環境整備

○すべての働く意欲を持つ人々が就業機会に挑戦できるための募集・採用の促進

○求人・求職活動の広域化等に対応するためのハローワークの活用による雇用のセーフティネットの強

化

○離職を余儀なくされる労働者の円滑な労働移動の支援に取り組む事業主への支援

○民間の職業紹介機能の活力や創意工夫を活かし、官民相まった適切な労働力需給調整が図られる

ような環境の整備

○創業支援の強化

○在宅就業など就業機会の拡大につながる働き方の普及に向けた取組

（１）若年者への就業支援～若者と仕事をつなぐ後押しをする

（２）女性への就業支援～女性が仕事を続けやすい職場環境を作る

（３）高齢者への就業支援～元気な高齢者が活躍できる社会を作る

（４）福祉から就労へ～障害者や生活保護等を受けている人の自立を手助けする

（５）地域における雇用創出への支援～地域の人材を育成・活用する

（６）職業能力開発～すべての人々が能力を高められる機会を用意する

（７）外国人労働者～高度人材の受入れを促進する

（８）安心・公正な労働～誰でも安心して働ける労働条件を整える

（９）仕事と生活～ワークライフバランスで仕事と生活を充実させる

（１０）労働力需給調整～すべての人々の就業意欲を活かす
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